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会 議 結 果 報 告 書 

令和８年５月２９日 

会議の名称 
令和８年度 

第１回在宅医療・介護連携代表者会議及び認知症施策推進会議 

開 催 日 時 令和８年５月２１日（木）１４時００分～１５時３０分 

開 催 場 所 志木市役所 大会議室３－３ 

出 席 委 員 

岩﨑委員、相原委員、芝原委員、宮本委員、正岡委員、三浦委員、根岸委員、

崎田委員、西委員、森委員、木野委員、江田委員、木村委員、長内委員、 

青野委員、田中委員、當麻委員、佐藤委員、大原委員、土屋委員、丸山委員 

生方委員、辻委員、上野委員 （計２４人）                                            

欠 席 委 員                なし 

議 題 

議事 

（１）在宅医療・介護連携推進事業及び認知症施策推進事業について 

   これまでの取組と令和８年度の計画について 

（２）ワーキンググループ活動について 

結 果 審議内容の記録のとおり               （傍聴者０人） 

事 務 局 

朝霞地区医師会 地域包括ケア支援室 菅田コーディネーター 

福祉部中村部長、長寿応援課 仲野課長、増田主査、熱田主任、名武主事、

伊藤（誠）主事 

審議内容の記録（審議経過、結論等）  

＜第１部＞ 

１ 開会 

２ あいさつ 

福祉部中村部長 

 高齢化の進行、生活実態の変化及び、市内の高齢世帯増加が顕著であることを踏まえ、在

宅医療・介護連携が一層重要である。各職域の知見を活かし市との連携、認知症施策の発展

にご協力を賜りたい。 

３ 委員自己紹介 

４ 正副会長の互選について 

推薦がないため事務局案として会長に岩﨑委員、副会長に正岡委員、田中委員を推薦する。 

〈結論〉全会一致で会長を岩﨑委員、副会長を正岡委員、田中委員に決定した。 
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５ 議事 

（１）在宅医療・介護連携推進事業及び認知症施策推進事業について 

   これまでの取組と令和８年度の計画について 

事務局）資料に基づき報告。 

① 令和７年度在宅医療介護連携推進事業、認知症施策推進事業の取組みについて 

➢ 在宅医療・介護フェスタ等による市民への普及啓発の実施 

➢ 支援者間の「顔の見える関係」づくりとしてケアカフェやＡＣＰの研修の実施 

➢ 朝霞地区４市での広域取組として、「がんと向きあう暮らしのガイドブック」（緩和ケ

アガイドブック）や「急変時の対応の手引き」の作成と配布等を実施 

➢ チームオレンジの立ち上げを含めた認知症事業の実績報告 

➢ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の関連する内容の結果報告 

② 令和８年度の計画について 

➢ 令和７年３月「在宅医療介護連携推進事業の手引き」に、もともとの日常の療養支援、

入退院支援、急変時の対応、看取りの柱に加え認知症や感染症についての検討も盛り

込まれた説明 

➢ 代表者会議の開催（年３回開催予定）  

➢ ワーキンググループによる事業の実施  

①住民や医療・介護関係者を対象としたＡＣＰの普及啓発、②医療・介護関係者を対

象とした研修等の実施を計画していく。 

（２）ワーキンググループ活動について 

事務局）資料に基づき説明。ワーキンググループ及びメンバー案を提示する。 

① 在宅医療・介護連携の普及啓発（ＡＣＰ普及啓発含）グループ／岩﨑委員、芝原委

員、宮本委員、三浦委員、西委員、森委員、木野委員、青野委員、田中委員、佐藤

委員、土屋委員、辻委員、計１２人 

② 医療・介護関係者連携促進グループ／相原委員、正岡委員、根岸委員、崎田委員、 

江田委員、木村委員、當麻委員、大原委員、丸山委員、生方委員 計１０人 

なお、菅野病院（認知症疾患医療センター）及び朝霞保健所は広域連携での出席目的

のため、ワーキンググループは除外とした。  

６ その他 

各団体等からの周知事項 

・調剤薬局日本メディカルシステム三浦委員より、服薬支援機器の案内、周知があった。 

・居宅介護支援事業所こころ佐藤委員より、講演会「２０２７年法改正と介護保険を考え 

る」の案内、周知があった。 

 

〈次回以降日程〉 

・第２回会議 



  

- 3 - 

 

 

令和８年１０月２２日（木）１４時から 

 

＜第２部＞ 

① 在宅医療・介護連携の普及啓発（ＡＣＰ普及啓発含）グループ 

② 医療・介護関係者連携促進グループ 

に分かれて今後の具体的な取組について協議を行った。 

以 上 

 


